
（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

【全体事業概要】
延長：14,000ｍ
幅員：5.0ｍ
利用区域面積：1,069ha

H6 3,977 56.4%

～ 3,977 56.4%

H35 - -

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

（総括意見）
なお、事業が長
期に渡っている
ことから、早期の
事業完成に努め
るとともに、事業
効果の十分な発
現のために、森
林整備・林業振
興を目的とした
施策をさらに推
進されたい。

継
続

今回の再評価対象事業
は、法面の安定に要す
る経費が増高し、開設
延長が伸びない傾向に
あるなどの理由により
事業期間が長期に渡っ
ており、早期の事業完
成が求められていま
す。
事業執行にあたって
は、供用後の維持管理
費用も勘案しながら、引
き続きコスト縮減に努め
てまいります。
また、当該林道の開設
区間においても、関係
市町や地元関係者に森
林作業道整備等の施策
を働きかけながら森林
整備を促進してまいりま
す。

③

延長：7,047ｍ 津市では、平成２０
年度を始期とする総
合計画を樹立し、間
伐等の森林整備によ
り、森林の適正な管
理を推進するため、
その基盤である林
道・作業道の整備を
進めることとしてい
る。また、自然に親し
む環境づくりのため、
経ヶ峰を通して森林
保全に対する市民意
識の醸成を促進する
こととしている。

【費用対便益分析結
果】
Ｂ/Ｃ＝65.4億円/49.0
億円＝1.34

【コスト縮減】
地形に沿った波形線形
の採用や、路肩の縮
減、コンクリート擁壁工
に替えて補強土壁工を
積極的に活用すること
により、土工量の低減
し、コスト縮減を図る。

【代替案】
当路線の利用区域内
の森林整備を図る必要
があることから、当林
道を開設する以外に代
替案はない。

【事業目的】
路網の未整備な経ヶ峰周辺
の森林における基幹となる
林道として、林業生産活動を
活性化させ、森林資源を有
効活用するとともに、森林の
適正管理を促進して森林の
持つ公益的機能を維持増進
し、また、錫杖湖周辺の観光
資源から、経ヶ峰頂上への
アクセス道として、自然を生
かした集客交流産業の活性
化を図ることを目的する。
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平成２６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

津
市

コスト縮減と環境配
慮に努めながら、早
期完成を目指し、事
業を継続する。

今後の事業の見通し 委員会意見概要

対
応
方
針

事業方針概要

経
ヶ
峰
線

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業
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事業進捗状況

今後の事業の見通し 委員会意見概要

対
応
方
針

事業方針概要

【全体事業概要】
延長：15,080ｍ
幅員：4.0ｍ
利用区域面積：1,056ha

H6 3,041 72.0%

～ 3,041 72.0%

H38 - -

再
２
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市

③

延長：11,636ｍ 熊野市では、平成20
年度を始期とする総
合計画を樹立し、木
材流通の拡大を目標
に掲げ、その実現の
ために行政が果たす
べき役割として、林
道、作業道の整備を
上げている。
熊野原木市場におけ
る素材の取扱量及び
売上高は平成13年
度をピークに減少し
続けていたが、平成
22年度より増加傾向
にある。
平成24年4月に広域
合併した三重くまの
森林組合が、地域林
業の中核的担い手と
して、行政機関や関
係業界などと一体と
なって、地域の森林
整備と保全を進めて
る。

【費用対便益分析結
果】
Ｂ/Ｃ＝77.7億円/40.7
億円＝1.91

【コスト縮減】
地形に沿った波形線形
の採用や、路肩の縮
減、コンクリート擁壁工
に替えて補強土壁工を
積極的に活用すること
により、土工量の低減
し、コスト縮減を図る。

【代替案】
当路線の利用区域内
の森林整備を図る必要
があることから、当林
道を開設する以外に代
替案はない。

コスト縮減と環境配
慮に努めながら、早
期完成を目指し、事
業を継続する。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

（総括意見）
なお、事業が長
期に渡っている
ことから、早期の
事業完成に努め
るとともに、事業
効果の十分な発
現のために、森
林整備・林業振
興を目的とした
施策をさらに推
進されたい。

【事業目的】
路網が未整備な熊野市北東
部の森林における骨格とな
る林道として、森林の適正管
理と森林資源の有効利用を
図るとともに、運搬コストの
低減などによる林業の生産
性向上が期待される。また、
市内を南北に縦貫する主要
道路の国道42号と国道311
号、熊野尾鷲道路を連絡す
る道路として地域道路網を
形成することにより、津波な
どで沿岸部の国道311号が
被災した場合の迂回路など
として、地域における安全確
保等の役割を果たすことも
目的としている。

継
続

今回の再評価対象事業
は、法面の安定に要す
る経費が増高し、開設
延長が伸びない傾向に
あるなどの理由により
事業期間が長期に渡っ
ており、早期の事業完
成が求められていま
す。
事業執行にあたって
は、供用後の維持管理
費用も勘案しながら、引
き続きコスト縮減に努め
てまいります。
また、当該林道の開設
区間においても、関係
市町や地元関係者に森
林作業道整備等の施策
を働きかけながら森林
整備を促進してまいりま
す。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

平成２６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の見通し 委員会意見概要

対
応
方
針

事業方針概要

14,704 33%

1,917 14%

31%

【実施事業内容】
・護岸工L=1,070m
・橋梁 2橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工L= 16,736m
・掘削工V=829,733ｍ
3
・護岸工L= 16,496ｍ
・橋梁 7橋
・堰 6基
・樋門・樋管 3基
・用地補償 1式

河
川
事
業

3

二
級
河
川
三
滝
川

広
域
河
川
改
修
事
業

四
日
市
市

③

【事業目的】
三滝川・海蔵川沿川の浸水
被害防止を目的としたて、築
堤工、河床掘削、護岸工等
の施工による河川改修を実
施し、流下能力を確保し、治
水安全度の向上を図りま
す。

①B/C＝54.5
資産データ等を最新の更
新した結果、想定氾濫区
域内における総資産額
が増加したことにより便
益が増加し、また、近鉄
橋梁の架け替えに要する
事業費が増加したこと等
により費用が増加しまし
たが、便益の増加が大き
かったことから費用便益
比が増加しました。
②河床掘削等による発生
土を近隣の他事業に流
用する等によりコスト縮
減を図っています。また、
護岸材料、工法の新技術
の活用等により、コスト縮
減について随時検討しま
す。
③ダム案については流域
の大部分が平地であり、
ダムを設置する適地があ
りません。
遊水池・調整地案につい
ては、流域内の開発が進
んでいる中で、新たに広
大な用地を取得すること
や、補償することは困難
です。
河川改修の計画規模に
ついては、近年の洪水で
最も被害が大きかった昭
和49年7月の洪水と同程
度の出水による甚大な被
害を防ぐことを目標として
おり、現在の河道改修に
よる計画が妥当と考えて
います。

治水安全度の向上
のため、継続して事
業の推進を図りま
す。

平成４７年度の完成
を目標として、現在、
事業実施中の近鉄
橋梁付近および慈善
橋付近の整備完了
後、三滝新川の整備
を進めます。

【全体事業概要】
全体事業費16,621百万円
計画延長

（三滝川） L=9,700m
（海蔵川） L=4,200m
（三滝新川） L=500ｍ

・築堤工 L= 16,736m
・掘削工 V=829,733ｍ3
・護岸工 L= 17,566ｍ
・橋梁 9橋
・堰 6基
・樋門・樋管 3基
・用地補償 1式

Ｈ１８

～

Ｈ４７

16,621

(周辺環境の変化)
中・下流部は、近鉄

四日市駅を中心に市
街地が形成されてお
り、流域内の土地利
用の高度化が見込ま
れ、引き続き、人口
集積が予想されま
す。

四日市市の総人口
は、前回再評価を
行った平成21年に比
べると微減となって
いますが、流域周辺
の市街地については
増加傾向にありま
す。

また、上流部は、四
日市市郊外および菰
野町にに農耕地が広
がっており、社会経
済情勢等に大きな変
化はありません。

再
３

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

なお、３番、４番
について、事業
効果を早期に発
現させるため
に、整備順序を
明確にして事業
の推進を図られ
たい。

継
続

概ね３０年間で整備す
る内容を取りまとめた
「河川整備計画」に基づ
き事業を実施していま
す。

現在、近鉄三滝川橋梁
の架け替えおよび近鉄
橋梁の上下流部の護岸
整備を行っており、平成
２９年度の完成を目標
に事業を実施していま
す。
この区間の整備が完了
した後に、三滝新川の
整備を行う予定です。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業
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3,392 38%

696 7%

河
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事
業
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事
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鈴
鹿
市

③

【全体事業概要】
全体事業費4,089百万円
計画延長

（芥川） L=3,500m

・築堤工 L= 7,000m
・掘削工 V=143,660ｍ3
・護岸工 L= 7,000ｍ
・樋門・樋管 6基
・橋梁 9橋
・床止工 5基
・堰 1基
・用地補償 1式

【事業目的】
芥川の浸水被害防止を目的
に、河川の拡幅、築堤、堰や
橋梁の改修等により流下能
力を確保し、治水安全度の
向上を図る。

Ｈ１３

～

Ｈ４２

4,089 33%

【実施事業内容】
・築堤L=240m
・掘削V=21,300m3
・護岸L=520m
・橋梁 1橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工L= 6,760m
・掘削工
V=122,360m3
・護岸工L= 6,480m
・樋門・樋管 6基
・橋梁 8橋
・床止工 5基
・堰 1基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
下流部は民家・工

場・鉄道が隣接して
おり,上流部では両岸
に水田が広がってい
ます。

芥川流域内におけ
る社会経済情勢等に
大きな変化はありま
せん。
過去に浸水被害が

発生していることか
ら、地元の治水事業
に関する理解と関心
が高く、依然として事
業の必要性は高いと
考えています。

再
４

①B/C＝5.1
便益については、資産
データ等を最新のデータ
に更新した結果、想定氾
濫区域内の総資産額が
減少し、費用について
は、評価対象となる事業
区間および事業期間を見
直した結果、全体事業費
が減少したため、便益、
費用とも減少しましたが、
便益の減少が大きいた
め費用便益比が減少しま
した。
②河床掘削等による発生
土を近隣の他事業に流
用する等コスト縮減を
図っています。
また、護岸材料、工法の
新技術の活用等により、
コスト縮減ができるよう随
時検討します。
③ダム案は、流域の大部
分が平地であり適地があ
りません。
遊水池・調整地案は、周
辺の開発が進んでいる
中、新たに広大な用地を
取得することや補償をす
ることは困難です。
河川改修案は、現在の計
画規模は、過去の洪水と
同程度の出水に対して甚
大な被害を防止すること
を目的としており、当面は
鈴鹿川本川の河床高に
基づき１／５確率で整備
する計画であることから、
現行の河川改修の計画
が妥当と考えます。

厳しい財政状況であ
るものの、随時、改
修をすすめ治水安全
度の向上を図りま
す。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

なお、３番、４番
について、事業
効果を早期に発
現させるため
に、整備順序を
明確にして事業
の推進を図られ
たい。

継
続

引き続き、断面が不足
している下流部の護岸
工を進める予定です。
原則として、下流から上
流に向けて順次整備を
進めることとしています
が、近隣工事からの工
事発生残土等を利用し
ながら、中流部の築堤
盛土も進め、早期に事
業効果が発現できるよ
う努めます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業
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【全体事業概要】
全体計画延長L=3,518m

二見工区L=758m
堤防改良 758m
突堤工 5基

養浜工 122,400m3

今一色工区L=2,760m
堤防改良 2,760m

H12 5,694 37.9%

～ 5,694 37.9%

H34 － －
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市

③

【整備済み内容】
二見工区
堤防改良 610m
突堤工 4.5基
養浜工 51,000㎥

今一色工区
堤防改良 90m

【次年度以降の内
容】
二見工区
堤防改良 148m
突堤工 0.5基
養浜工 71,400㎥

今一色工区
堤防改良 2,670m

平成２５年は「第６２
回神宮式年遷宮」を
契機として伊勢市二
見町への観光客が
大幅に増加していま
す。
また、東日本大震災
の経験から、地域住
民の防災意識が高
まってきており、住民
が参加する大規模な
避難訓練が実施され
るようになっていま
す。更に、宇治山田
港海岸周辺の観光
客数が著しく増大し、
住民だけでなく観光
客を対象とした避難
誘導体制が求められ
るようになったことか
ら、津波啓発看板及
び津波誘導看板を伊
勢市と連携し整備を
行っています。

【事業目的】
当地区の海岸堤防は伊勢湾
台風による被災を契機に昭
和３６年までに築造されまし
たが、築後５０年近くが経過
していることから施設本体の
老朽化が進んでおり、また近
年の河川からの土砂の供給
が減少していることなどか
ら、砂浜が侵食を受け汀線
は大きく後退しています。こ
のようなことから、台風など
の高波時には防護効果の低
下により波が堤防を越える
被害が発生するなど、背後
の旅館街及び人家の安全が
危惧される状況となっていま
す。そのため本事業により
「海岸侵食の進行を防止し
海浜の安定を図ると伴に、
波浪や高潮などによる浸水
を未然に防ぎ、背後地の生
命・財産を守ること」を目的と
しています。

【費用対効果分析】
B/C＝28.7
【コスト縮減】
突堤天端の遊歩道工
は、当初計画において
は景観に配慮した石張
舗装として計画してい
ましたが、比較的安価
で同等の効果を持つコ
ンクリート洗出し舗装に
見直すことでコスト縮減
を図っています。
【代替案】
海岸保全施設について
は、線的防護方式又は
面的防護方式による整
備が考えられます。二
見工区では、背後の社
会環境(夫婦岩表参
道、旅館街)等や自然
環境を考慮し、既設堤
防の高さを変えずに防
御する、面的防護方式
（堤防改良＋突堤＋養
浜）としています。
一方、今一色工区で
は、堤防前面まで海苔
養殖が行われ、海域を
利用した防護施設の設
置が困難であることか
ら線的防護方式（堤防
嵩上げ）としています。
以上から、当海岸にお
いて代替案は考えられ
ず、現計画で進めるこ
とが妥当であると判断
しています。

【今後の見通し】
厳しい財政状況です
が地元の要望も強
く、平成３４年度の完
成を目指し引き続き
事業を推進していき
ます。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

当事業は平成１２年度
より着手し、１５年経過
していますが、現在の
進捗率は約３８％に留
まっています。また地元
からの要望も強いこと
から、早期に事業効果
が発揮できるよう事業を
推進する必要がありま
す。
このため、事業完了予
定である平成３４年度ま
でに完成できるように予
算の確保に努めます。
また、工事方法につい
ても、関係者と十分に
調整し、複数の箇所で
同時施工を行う等、効
率的・効果的な事業進
捗を図っていきます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業
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採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
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号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等
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所

名
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全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

平成２６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の見通し 委員会意見概要

対
応
方
針

事業方針概要

H9 50,000 63%

～ 31,837 55%

【事業目的】
・新名神高速道路菰野ICへ
のアクセス向上
・国道477号の渋滞緩和

H30 18,163 78%

【費用対効果分析】
B/C=1.3

【コスト縮減】
橋梁に耐候性鋼材の

使用や草刈りに要する
維持管理費を抑制する
ための防草対策を実施
し、コスト縮減に努めて
いる。

【代替案】
当路線は、東名阪高

速道路四日市ＩＣと新名
神高速道路菰野ＩＣを
直結する道路として計
画されている。

また、平成２５年度末
時点で用地買収を概ね
完了（８９％(先行買収
含む)）しており、残る工
区の工事も全線にわた
り着手していることか
ら、代替案はない。

平成30年度の全線
供用に向けて事業を
推進する。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
なお、可能なか
ぎりコスト縮減の
取り組みを図ら
れたい。

継
続
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【全体事業概要】
延長 L=9,000m
幅員 W=22.0(36.0)m

主要構造物
東名阪アンダー工

N=1基
橋梁 N=7橋
ボックスカルバート工

N=17基

整備済延長
L=4,600m

うち供用延長
L=4,600m

主要構造物(整備済)
東名阪アンダー

N=1基
橋梁 N=4橋
ボックスカルバート

工
N=5基

【関連事業(新名神高
速道路)の進捗】

並走する新名神高
速道路四日市北JCT
～亀山西JCT間の進
捗状況は、用地取得
率が約95%、工事発
注率が約90%(平成26
年10月1日現在)であ
り、平成30年度まで
に三重県区間全線
供用に向け、着実に
整備が進められてい
る。

【現道の状況】
現国道477号は、平

成26年5月の部分供
用により一部混雑が
緩和したものの、依
然として慢性的な渋
滞が発生している状
況である。

これらのことから、当
事業の必要性に変
化はない。

今回の再評価対象事
業は、平成３０年度に供
用予定の新名神高速道
路にあわせ、新名神高
速道路菰野ＩＣへのアク
セス道路として、整備を
すすめているものであ
り、四日市市街地や東
名阪自動車道四日市ＩＣ
との連絡を強化するとと
もに、現道の渋滞を緩
和し、円滑な交通を確
保するものであることか
ら、確実な整備の推進
が必要である。

事業費が増大してい
ることから、事業実施に
あたっては、コスト縮減
に取り組む必要があ
る。

今後も引き続き市町
や関係機関との連携を
図り、平成３０年度の完
成に向けて計画的で効
率的な事業執行に努め
る。

盛土材の土質改良に
要する費用等が増大し
ていることから、近隣工
事と調整を密に行い、
良質土の受入を図るな
ど、コスト縮減に努め
る。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業


